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固定資産税 ６万 9,214 円 市たばこ税 7,639 円

市民税 ６万 3,843 円 軽自動車税 3,542 円

都市計画税 9,439 円入湯税 ６ 円

市民１人当たり※が負担する市税
15万 3,683 円15 万 3,683 円

市民１人当たり市民１人当たり※※に使われるお金に使われるお金
43万 8,938 円43 万 8,938 円

民生費	
146 億 4,724 万円

（43.5％） 

総務費
39 億 9,887 万円

（11.9％） 

土木費	
34 億 1,234 万 円

（10.1％）  

公債費	
29 億  379 万円

（8.6％） 

衛生費	
24 億 2,486 万円

（7.2％） 

消防費	
14 億 3,202 万円

（4.2％） 

商工費	
４億 3,665 万円（1.3％）  農林水産業費

５億 6,211 万円（1.7％ ） その他	
３億 2,017 万円（0.9％）

市税市税
118 億　 25 万円118 億　 25 万円

（35.0％）（35.0％）

国庫支出金
62 億 1,104 万円

（18.4％）

地方交付税
49 億 7,600 万円

（14.8％）

市債
14 億 4,910 万円

（4.3％）

県支出金
27 億 8,657 万円

（8.3％）

地方消費税交付金
20 億 1,400 万円

（6.0％）

諸収入　６億 2,037 万円 (1.8％）

繰入金
16 億 1,034 万円
(4.8％）

法人事業税交付金
２億  900 万円（0.6％）

地方譲与税　２億 7,900 万円（0.8％）

使用料及び手数料
２億  206 万円（0.6％）
その他　８億 2,527 万円（2.4％）

繰越金
７億 2,000 万円
(2.1％）

※構成比は小数点以下第二位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100％にならない場合があります。

570570 億億 3,1373,137 万円万円
（前年度と比べ、

1414 億億 2,3832,383 万円増万円増）

予算総額

区分 予算額 増減率

一般会計 337 億　300 万円 5.5％

特別
会計

国民健康保険特別
会計 79 億 8,942 万円 △ 1.4％

介護保険特別会計 67 億 9,150 万円 3.4％
後期高齢者医療特別
会計 12 億　571 万円 5.5％

特別会計　計 159 億 8,663 万円 1.1％

公営
企業
会計

水道事業会計 36 億 6,872 万円 24.3％

下水道事業会計 36 億 7,302 万円 △ 24.9％

公営企業会計　計 73 億 4,174 万円 △ 6.4％

合計 570億 3,137万円 2.6％

会計別予算

※公営企業会計（水道事業会計・下水道事業会計）の
予算額は、収益的支出額及び資本的支出額の合計額を
記載しています。

民生費 19 万　761 円 衛生費 ３万 1,581 円

総務費 ５万 2,080 円 消防費 １万 8,650 円

教育費 ４万 6,429 円 農林水産業費 7,321 円

土木費 ４万 4,441 円 商工費 5,687 円

公債費 ３万 7,818 円 その他 4,170 円

令和７年度
本庄市

予算

教育費
35 億 6,495 万円

（10.6％） 

歳出歳出 歳入歳入

※令和７年 1 月 1 日現在の人口（76,783 人）で計算。

～
支
え
あ
い
と
チ
ャ
レ
ン
ジ
～

明
る
く
前
向
き
で
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

に
向
け
、
市
政
を
着
実
に
進
展

本
年
も
、
本
庄
市
総
合
振
興
計
画
基

本
構
想
に
掲
げ
る
将
来
像
の
実
現

に
向
け
て
、
後
期
基
本
計
画
に
基
づ
く
施

策
を
市
民
、
事
業
者
、
団
体
の
皆
さ
ま
と

い
っ
た
多
様
な
主
体
と
協
働
し
な
が
ら
推

進
し
、「
支
え
あ
い
と
チ
ャ
レ
ン
ジ
」
の

精
神
を
も
っ
て
、
市
政
の
さ
ら
な
る
発
展

に
取
り
組
み
ま
す
。

　
昨
年
は
、
本
市
が
持
続
的
に
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
し
て
い
く
た
め
に
、
学
校
施

設
を
含
む
公
共
施
設
の
再
配
置
、
下
水
道

使
用
料
及
び
水
道
料
金
の
見
直
し
、
高
齢

者
福
祉
事
業
の
見
直
し
等
を
行
い
ま
し

た
。
今
後
の
進
捗
等
も
丁
寧
に
説
明
を
尽

く
し
て
ま
い
り
ま
す
。

行
政
経
営
に
関
す
る
基
本
的
考
え
方

　

社
会
課
題
で
あ
る
少
子
化
対
策
、
超

高
齢
社
会
へ
の
対
応
に
つ
い
て
、
基
礎

自
治
体
と
し
て
施
策
を
進
め
る
と
と
も

に
、
交
通
利
便
性
や
安
全
安
心
な
暮
ら

し
や
す
さ
と
い
っ
た
本
市
の
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
を
さ
ら
に
高
め
、
対
外
的
に
も

大
い
に
Ｐ
Ｒ
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

本
年
、
施
策
を
進
め
る
う
え
で
掲
げ

る
言
葉
は
活
力
の「
活
」で
す
。
一
人

ひ
と
り
が
温
か
い
支
え
あ
い
と
、
熱
い

チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
を
持
っ
て
課
題
に
向

き
合
い
、
市
政
を
着
実
に
進
展
さ
せ
て

い
く
、
と
い
う
願
い
と
決
意
を
込
め
た

も
の
で
す
。

　

市
民
の
皆
さ
ま
の
ニ
ー
ズ
に
対
し

て
、
行
政
資
源
を
効
果
的
、
効
率
的
に

活
用
し
な
が
ら
各
種
施
策
を
展
開
す
る

と
と
も
に
、
市
民
、
事
業
者
、
団
体
の

皆
さ
ま
が
そ
れ
ぞ
れ
に
ま
ち
づ
く
り
の

主
体
と
な
っ
て
そ
の
強
み
を
存
分
に
発

揮
し
、
活
躍
で
き
る
よ
う
、
ま
た
、
ご

協
力
を
い
た
だ
け
る
よ
う
、
明
る
く
前

向
き
で
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
目

指
し
て
ま
い
り
ま
す
。　

予
算
編
成
の
基
本
的
考
え
方

　

本
市
の
財
政
は
、
歳
入
で
は
、
根
幹

で
あ
る
市
税
や
地
方
交
付
税
の
伸
び
を

見
込
む
も
の
の
、
歳
出
は
、
人
件
費
や

社
会
保
障
関
連
経
費
の
増
加
の
ほ
か
、

Ｄ
Ｘ（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
）
の
推
進
や
防
災
対
策
、
公
共

施
設
の
改
修
・
更
新
等
に
係
る
経
費
の

大
き
な
増
加
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
た
め
、
予

算
編
成
で
は
、
実
施
事
業
の
歳
出
抑
制

を
図
る
と
と
も
に
、
負
担
の
平
準
化
を

踏
ま
え
た
基
金
や
償
還
額
と
の
バ
ラ
ン

ス
を
考
慮
し
た
適
正
な
地
方
債
の
活
用

に
よ
り
、
世
代
間
の
負
担
の
公
平
性
を

確
保
し
、
将
来
の
負
担
が
過
大
と
な
ら

な
い
よ
う
努
め
て
い
ま
す
。

　

令
和
７
年
度
は
、
総
合
振
興
計
画
後

期
基
本
計
画
に
基
づ
く
優
先
的
・
重
点

的
に
取
り
組
む
重
点
施
策
と
し
て
、「
将

来
を
担
う
人
づ
く
り
」、「
地
域
共
生
社

会
の
実
現
」、「
未
来
へ
の
投
資
」、「
持

続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
」
の
４
つ
を
掲

げ
、
積
極
的
に
施
策
を
実
施
し
て
ま
い

り
ま
す
。

本
庄
市
長　

施
政
方
針

本
庄
市

337億　300万円▶一般会計予算の構成

施政方針とは…市が、その年にどのような考えや方針で、市政を進めていくかを明らかにするものです。

令和７年度


